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１．研究概要（目的・狙いなど） 

本プロジェクトは超ネット社会の物流に耐える新しい物流のモデルの提案である。 

このプロジェクトの目的は、上昇する配送コストに悩む荷主企業と人手不足が深刻化する宅配業界の問題を宅配の中間地点つ

くり、宅配業者の配達件数を減らすことである。最終的には、国が挙げる中間地点、その他の場所でも応用することがねらいであ

る。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

2017 年では宅配便取扱個数は 39 億 7700 万個であり、宅配便取扱個数は直近 5 年で約 15％増加している。宅配サー

ビス利用者の 25％の人が週に 1 回以上宅配サービスを利用している。増加の要因としては EC 市場の拡大が挙げられる。

BtoC-EC 市場規模は 2017 年では 16 兆 5040 億円であり、2010 年と比較すると 2 倍以上拡大しており、EC 市場も拡大

傾向にある。しかし、宅配便取扱量は増加するが、宅配物を運ぶトラックドライバー数は変わらない。さらにトラックドライバーは 40

代、50 代の男性労働者に依存しており 20 代のトラックドライバーは減少している。現状、宅配業界は取扱量と労働力のバラン

スが非常に悪い状態である。つまり、今後も宅配業界の需要は大きくなるが、それに見合う供給力がない。予測通りに宅配便取

扱量が増えると、すべての宅配サービス利用者のもとに荷物が届くことが不可能になる。 

３．研究テーマの課題 

・最も適した中間地点の作成 ・実現可能性の向上 ・宅配サービス利用者と宅配業者のコミュニケーション 

・中間地点としての銀行のメリット 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

宅配業者の配達件数を削減するためには、宅配の中間地点をつくり宅配サービス利用者に中間地点まで取りに行ってもらうシス

テムを構築する必要がある。現在ある宅配ボックスの収納量は平均 30 個なので、現在の宅配ボックスが普及し過ぎると配達件

数を削減することは難しい。そのため、私たちの提案では大型の宅配ロッカーを用いる。それにより、宅配ドライバーの配達件数を

削減することができる。 

 



５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

宅配業界の現状分析、金融機関へのヒアリング調査、アンケート調査（銀行に対する意識調査） 

６．結果や今後の取り組み 

銀行へのヒアリング調査から現行の銀行法では異業種への参入障壁は高いが、規制の緩和は進んでいく見通しであるので、銀

行が物流業界に参入できる可能性は将来的に高い。引き続き地方銀行と協議を進めていく。 
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【企画シート作成上の注意】 ※「第９回 西日本インカレ（合同研究会）大会参加要項」も合わせてご確認のうえ、企画シートの作成を行ってください。 

・本企画シートは審査の対象となり、予選会・本選の前に、審査を行っていただく大学教員・企業の方々に事前にお渡しいたします。 
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ていただきます。 
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・商品写真、人物写真、音楽などを掲載・利用する場合、必ず著作権、版権の使用許諾を得てください。日経 BP 社・日経 BP マーケティング社は一切の責任を負いません。 
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